





























































































































































































































交換対象 認識時点 借方科目 借方金額 貸方科目 貸方金額
前期末時 ポイント引当金繰入 ××（売価） ポイント引当金 ××（売価）










一一一一一一一 ＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一曽OO一期末時 ポイント引当金 ××（残高） ポイント引当金戻入 ××（残高）
ポイント引当金繰入 ××（売価注1） ポイント引当金 ××（売価）
注1．未使用ポイント×翌期使用率
前期末時 ポイント引当金繰入 ××（原価） ポイント引当金 ××（原価）
一一一一一一一 一　　一　　騨　　騨　　一　　一　　一　　一　　一　　一　一　　一　　藺　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　一　　一　　一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一膳ポイント 仕訳しない
発行時 ※ただし，売上が伴う場合は， 一般売上の仕訳処理を行う。









































































































































































取引 認識時点 借方科目 借方金額 貸方科目 貸方金額
2007．3ポイントｭ行時
現金預金
ﾌ売促進費
10，000
@600
　　売　上
|イント引当金
10，000
@600
20083ポイントg用時 ポイント引当金
450 仕入又は商品 450
20093ポイントｸ効時 ポイント引当金
150 ポイント失効益 150
※表2の商品交換を前提に原価ベースで測定。原価率は60％とした。
　表7と表8を比べてみると，’ポイントが表7のように将来の売上かという収益認識の問
題，それとも表8のように現在の販売促進費なのかという費用認識の問題が焦点となる。
また，これに伴って認識される負債の問題がつづく論点となる。表7はポイント使用時ま
で繰り延べられる将来の売上であるため，売価ベースで測定する一方，表8は現在の販売
促進費として認識されているため，原価ベースで測定される。両者の違いをみると，ポイ
ントが発行された年度に限ってみると，IFRIC13による処理の方は売上が少なく計上され，
負債の額も大きく計上されることになる。表8は日本の現行実務で行われている方法の1
つであるが，今後，日本が国際基準を採用した場合には大きな影響を受けることになる。
日本が国際基準を採用するかどうかは，日本基準とIFRSのコンバージェンスのプロジェク
ト進捗によるが，関連する項目としては「収益認識」「引当金」の項目が該当する。いず
れも2009年9月までにDP（論点整理）が公表される予定になっており，それによってど
のような影響が現れるかが明らかになるであろう。
5．おわりに
本稿では，ポイントの本質をどうとらえ，その本質との関係で，簿記処理の観点から，
一ポイント取引の本質とその簿記処理一 37
いつどのようにポイントを認識し，測定すべきかを明らかにすることを試みたものである
が，その最終的な結論は，残念ながら，会計の目的というか会計観に委ねられてしまうよ
うに思われる。IFRIC　13が採用した考え方の背景にある会計観は資産負債中心観（資産負
債アプローチ）であり，適正な期間損益計算を前提とする収益費用中心観（収益費用アプ
ローチ）をとる日本の会計処理と大きく異なる。しかし，経済活動の記録や財産管理とい
った簿記の目的からすれば，ポイントの発行高，使用高，残高がわかる発行時費用処理
（表2）がもっともシンプルで明快ではないだろうか。財務諸表作成目的を考えるとき，
会計観の問題が出てくるように思われる。
注
（1）野村総合研究所編，“ポイント・マイレージの2007年度発行額は8，∞0億円以上，2013年度は8，400億円
　超に～国内9業界のポイント・マイレージ市場を推計・予測～”，野村総合研究所ニュースリリース
　2009年3月25日（オンライン），入手先＜http：／／www．nri．co．jp／news／2009／09325．html＞（参照2009－4－29）。
　同研究所が2008年3月13日に発表したニュースリリース（同上編，“ポイント・マイレージの2006年度
　発行額は6，600億円以上，2012年度は7，800億円超に～国内9業界のポイント・マイレージ市場を推計・
　予測～”，野村総合研究所ニュースリリース2008年3月13日（オンライン），入手先〈http：〃www．nfi，
　co．jp／news／2008／08313．html＞（参照2009－4－29））によれば，ポイント・マイレージの2006年度発行額は
　6，654億円で，2012年度の発行見込額を7，874億円としているが，2009年3月25日のニュースリリースで
　2012年度の発行見込額は8，308億円となっており，予測を上回るペースで市場が拡大しているのがうかが
　える。
（2）会計処理の面でポイント取引の透明性を高める必要性や会計処理にかかる問題点を指摘する文献とし
　ては次のようなものがある。
①大河原・上條（2005），大河原久和・上條洋稿「ポイントビジネスのあり方を検討する時期に：財務
　　面・会計事務に影響を及ぼす会計処理の国際的統一」「週刊金融財政事情』58巻43号，2007年11月19
　　日，34－37頁。
②桑本・菊地（2008），桑本太・菊地毅稿「ポイント引当金処理急増，昨年度は35％増195社，ルール化
　　必要の声も」「日本経済新聞』2008年8月16日朝刊12頁。
③平沢（2009），平沢光彰稿「家電量販店，ポイント引当金，異なる会計処理，業績への影響見えにく
　　く」「日本経済新聞』2009年2月20日朝刊12頁。
（3）同研究会の参加企業は流通，通信，電鉄，・航空，クレジットカード，家電量販等の業種で，以下の通
　りである。イオン，千趣会，高島屋，ローソン，NTTドコモ，　KDDI，　DeNA，ヤフー，楽天，　JR東日
本，全日空，日本航空，IYカードサービス，　OMCカード，クレディセゾン，　JCB，三井住友カード，ヤ
　マダ電機，イデアシステム，Gプラン，　Tカード＆マーケティング，ネットマイル，ビットワレットの
23社。
（4）ベスト電器は2008年，引当金の会計処理方法を変更し，将来使用見込みポイント残高から原価率をか
　けた額に変更したことによって引当金が減少した。売上値引の性格をもつ業界だけに合理的な変更とは
　考えにくい。
（5）2002年9月，日本公認会計士協会東京会は「公認会計士業務資料集』第42号を発行し，監査委員会答
　申書の第1部第6章「ポイントカードの会計処理」が参考資料として使われた。
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